
家政学原論・家庭経営・家庭経済・家族関係
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く 生 涯 賃 金 一単 位 時 間 当 り 賃 金 の 算定 の 意義 一

勇 之

目 的　 家 庭 経 済 の 立場 か ら 賃 金 が 生 活 者 にと っ て ど の よ う な も の で あ る か を 検 討 す る 視

角 は、 そ れ に よ っ て 生 涯 に わ た っ て 生 命 を 維 持 ・ 発 展 さ せ る た め に 獲 得 ・ 消 費さ れ る 生 活

手 段 の 質 量 と、 生 活 手 段 の 価 値 と し て の 賃金 を 得 る た め に結 果そ し て 必 要 と さ れ る 生 活 時

間 の 中 の 労 働 時 間 の ２ つ にあ る、 し か し、 こ れ ま で の 論 議 は 賃 金 に 重 点を お い て、 両 者 を

常 に 統 一 的 に そ の 相 互 関 係 を 比 較 考 量 す る と 言 う 積 極的 な 立 場 は と っ て こ な か っ たよ う に

思 わ れ る。　い ま 一 つ は、 年 齢 別 な ど の 短 期 的 デ ー タ に基 づ く も の で な く 生 涯 全 体 を 対 象 と

し た 数 値 か ら 両 者 の 関 係か 適 切 で あ る か とう か を 判 断 す る こ と が 出 来 る よ う な デ ータ 作 成

と 分 析 が 必 要 だ と い う 問 題 で あ る。 さ ら に、 日 本 経 済 を 単 位 と し た 場 合、 上 記 デ ータ に 基

づ く 企業 格 差 が 全 体 とし て 社 会 的 公 正 の 範 囲 に あ っ て 社 会 的 合 意 の 得 ら れ る も ので あ る の

か ど う か と い う 問 題 が あ る。 本報 告 は、 そ れ ら の 意 図 に 基 づ く 算 定 結 果 で あ る。

方 法　 労 働 省 政 策 調 査 部『 平 成 ２ 年 賃 金 構 造 基 本 統 計 調 査 』 と、 自 治 省『 平 成２ 年 地 方

公 務 員 給 与 の 実 態 調 査 』を 用 い て、 実 態 と し て の 生 涯 賃 金 ・ 生 涯 労 働 時 間 及 び 生 涯 に お け

る 単 位 時 間 当 り 賃 金 に つ い て 算定 し た。 生 涯 賃 金・ 労 働 時 間 は、 大 学 卒 男 子 労 働 者 で60 才

定 年 退 職、 産 業 は 昭 和59 年 行 政 管 理 庁 告 示 ２ 号 に 定 め る 産業 中 の　９産 業 と　３企 業 規 模(  1.

0 00 人 以 上、100  ～999 人、10  ~  99人 ） の　27 モ デ ル に 静 岡 県 の 一 般 行 政 職 と 小 中 学 校 学 校教

育 職　２モ デ ル。 生 涯 賃 金 は 所 定 内 ・ 所 定 外 賃 金、 生 涯 労 働-時 間 は 所 定 内 ・ 所 定 外 労一働時 間

結 果　 生 涯 にお け る 単 位 時 間 当 り の 賃 金 格 差 は、 金 融 ・ 保 険 業　１を100    （3.638 円 ） に対

し て 最 低 ラ ン クの 運 輸 ・ 通 信　３は、 そ の45.6%     (2.108 円 ）　と い う 結 果 と なっ た。

A 24　　　 「 家族 内 資 産移転 の地 域 特性 一首 都圏、 福岡 、 山形 の 比較 」

東 京家 政 学 院大家 政　 上 村　 協 子　　 聖 徳大 短 大　　 鬼 頭　 由美 子

経済 政策 研　　　　　 ○ 金 丸　 桂’子

目 的　 ライ フ サイ クル の各 段 階で みら れる 家 族員 間の 経 済資 産の 移転 が、 家 計に及 ぼ す影

響は 大き い。 前 回首 都圏 で 実施 し た調 査研 究の 結 果を ふ まえ、 首 都圏、 福岡 、 山形

の３ 地域 に おけ る調 査か ら、 家 族内 世 代間 資産 移転 の 実態 を明 らか にし 、地 域 特性

を解 析す る。

方 法　 ３地 域 の40 ～69 歳 の 有 配偶 世帯 主を 対 象 に、無 作 為抽 出に よ るア ンケ ート 調査（ 訪

問留 置 法）を1991 年 ３ 月 に 実施 し た（ 研究 主査 一 橋大 学野 口悠 紀雄 教 授）。 有 効回

収率 は73.  5 % 、 有 効 回答 数は 首 都圏696 票 、 福 岡　563 票 、 山形県652 票 の 合 計1911

票 を 得 た。

結 果　 家族 内 の資 産移 転 には 顕著 な地 域 特性 か 見ら れた。 要 約す る と次 のよ うであ る。

＜首 都圏 ＞①人 生前 期で 学 歴と いう 経 済資 源を 受け た人 か多 く、 高 学歴 と居 住 用不

動産 の 移転 は代 替関 係 にあ る。 ②居 住 用不 動産 には 対 象者 の妻 の 親か ら資 産移 転か

みら れる 。 ③相 続に おい て、 対 象者 の年 齢 か若 いほ ど、 父 から 母 とい う 世代 内 移転

を 介し て 対象 世 代に 移転 す る傾 向か あ る。

＜福 岡 ＞① 全 体的 には首 都 圏の 傾向 に 近い 。 ②同 居の 有無 に関 わ らず長 男で あ れば

親世 代 から 違産 が移 転さ れ やす い。

＜山 形 ＞① ３世 代同 居か 多 く、 扶養 と 相続は 対 関係 にあ り、 同 居世帯 で は親 世代 に

経済 的資 産 の援 助か 大き い。 ② 資産 移 転は夫 側 主流 タ イプで 、 妻の 親 との移 転は ほ

とん ど見 ら れない 。 ③相 続は 、父 か ら子 へ の垂 直相 続の 形 態を とる。
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